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EU、加盟国、そして地域 
 

 
公益財団法人 国際通貨研究所 

 特別研究員 小林 敏雄 
 

  EU は超国家機関と言われる。欧州単一市場の形成、単一通貨ユーロの導入と 

 いった過程で、加盟国はそれぞれが本来持っていた主権を EU に委譲してきた。 

 EU と加盟国との権限分配に関しては、第一に、共通通商政策、ユーロ圏におけ 

 る金融政策など条約で EU に加盟国が排他的に権限を委譲したものがある。第二 

 は、EU と加盟国が権限を共有する分野であり、ここではいわゆる「補完性」の 

 原則が適用され、「加盟国の中央政府、地域、あるいはローカルレベル」では十 

 分政策目的が達成されない場合に EU レベルで権限を行使するとされている。こ 

 の規定は、EU の権限を制限する方向にも拡大する方向にも働く。最近では EU レ 

 ベルで行われる分野が増えているようである。EU の資料によると、関税、競争 

 政策等に加え、エネルギー、環境、商品安全、公衆衛生等 32 分野で 3000 もの 

 EU レベルでの規制がある。ユーロ圏のソブリン危機を契機に、銀行監督統一の 

 仕組みづくりが具体的に動き出し、更に財政政策の統合まで課題として浮上し 

 ている。EU 各国少なくともユーロ圏加盟国は、ユーロ崩壊という事態を避ける 

 ためには更なる主権移譲も避けて通れないと考えているようである。 

 

  他方、欧州では、国内に人種、言語、歴史、伝統の異なった地域が存在する 

 ケースが少なからずあり、これらの地域が独自性を求めてそれらが属する国と 

 利害が対立する場面が増加している。いくつか例を見てみよう。 

 

  ベルギーでは、歴史的に民族、言語が違うオランダ語系のフラマン地域とフ 

 ランス語系のワロン地域が対立し、2010 年 6 月の総選挙後には一年半もの間、 

 中央政府の内閣が存在しないという事態が生じた。それでも国が破たんするよ 

 うな状況にならならなかったのは、既にかなりの権限が中央から地方に移管さ 
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 れていたことに加え、経済的な対外的関係はもとより安全保障等外交関係もか 

 なりの程度 EU レベルで協調して行われる体制ができてきたことが、その背景 

 にあると言われている。 

 

  英国のスコットランドでは、既に 1997 年に独自の行政府を持つことを選択し、 

 自らの権限で決定できる分野は大幅に拡大している。独立派は、更に「スコット 

 ランド人の政治的・社会価値観は、イングランド等他の地域のそれとは異なる」 

 と主張し、2014 年末に分離独立を問う住民投票の実施を計画している。この一 

 方で、市民が抱く独立に伴う懸念を払拭すべく「分離独立後も EU に留まる」と 

 の主張もしており、EU の存在が独立の主張のセーフガードとなっている。 

 

  歴史的、言語的に特異な地位を占めもともと独立の気運が強いスペインのカタ 

 ロニア州で、スペインからの独立を争点とする地方議会選挙が 11 月 25 日にあっ 

 た。結果は、州議会の議席数 135 のうち 87 を独立志向政党が占めることとなっ 

 た。最近におけるスペインの経済危機の下、カタロニア州自身債務問題で苦悩し 

 ている中、スペインの GDP の 20％近くを占める経済の強い地域として他地域への 

 財政支援を強いられていることへの不満がこの背景にあると見られている。 

 

  これらの地域が実際に独立するような状況は、経済外交国防等さまざまな分野 

 で難しい問題を惹起し現実的とは思われないが、地域がその独自性を主張し権限 

 強化を図る動きは続きそうである。 

 

  EU に主権委譲する分野が拡大して行く一方、地域が独自に政策決定できる権限 

 が増大してくると、EU 加盟国の主権国家としての地位、その役割は変わっていか 

 ざるを得ないと思われる。 
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